
③

はしがき

　米国は、合衆国法典第35巻（Title 35 of the United States Code：35 

U.S.C.）と呼ばれる制定法（以下「米国特許法」という。）を有する一方で、

判例法主義を採用している。判例法主義は、主たる法源を過去の裁判例、

すなわち判例に求める主義をいうと考えられている。判例によって判例法

と呼ばれる不文法が形成されることから、米国においては、判例は制定法

と同様に重要であるといえよう。

　米国における特許要件の１つに「自明性（Obviousness）」があり、こ

の「自明性」は米国特許法103条（以下「103条」という。）に規定されて

いる。103条は、1952年改正により米国特許法において規定された。米国

特許法は1790年に制定されたことから、1790年から1952年までの100年以

上もの間、制定法において「自明性」に関する規定が存在しなかったこと

になる。ところが、実際の裁判では特許の有効性が争われる事件もあり、

特許の有効性を判断する際に、実質的に「自明性」に相当する要件が判断

されていたといえる判決が下されていた。

　米国では、ある程度判例が蓄積された後に制定法において規定が設けら

れることがあるが、制定法において規定が設けられる前の判例の内容、こ

の判例を踏まえた制定法の内容、制定法において規定が設けられた後の判

例の内容を時系列で確認することで、その規定の内容の理解に役立つと考

えられる。

　そこで、本書では、「自明性」に関する様々な判例を時系列で確認する

と共に、制定法の内容も確認し、「自明性」がどのような経緯を経て立法

化され、その後、「自明性」に関して裁判所がどのような判断を示したか

を紹介したい。併せて、米国特許審査便覧（Manual of Patent Examining 

Procedure：MPEP）（以下「MPEP」という。）において紹介されている

103条の理論的根拠や判例についても言及する。

　本書の出版に際しては，一般社団法人発明推進協会　知的財産情報サー
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⑤

凡　例

【機関等の略称】

USPTO：米国特許商標庁（United States Patent and Trademark Office）

最高裁：アメリカ合衆国最高裁判所（Supreme Court of the United States）

CAFC：連邦巡回区控訴裁判所（Court of Appeals for the Federal Circuit）

連邦地裁：連邦地方裁判所（United States District Court）

CCPA：関税特許控訴裁判所（Court of Customs and Patent Appeals）

【法令等の略称】

憲法：合衆国憲法（United States Constitution）

米国特許法：アメリカ合衆国　特許法　合衆国法典第35巻（Title 35 of 

the United States Code：35 U.S.C.）

米国特許規則：アメリカ合衆国　特許規則　連邦規則法典第37巻（Title 

37-Code of Federal Regulations：37 C.F.R）

MPEP：Manual of Patent Examining Procedure Ninth Edition, Revision 

07. 2022, Published February 2023

【条文等の表記例】

103条：米国特許法103条

規則1.56：米国特許規則1.56

憲法１章８条：アメリカ合衆国憲法　１章８条（United States Constitution, 

Art. I, § 8）

MEEP 716. 06［R. 07. 2022］：2022年７月に改訂された MEEP 716. 06

【書籍等】

法律用語辞典　第５版：法律用語辞典　第５版（法令用語研究会編　有斐

閣　2020）
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英米法辞典：英米法辞典（田中 英夫（編集）東京大学出版会　1991）

Black’s Law Dictionary 11th Edition：Black’s Law Dictionary 11th 

Edition（Bryan A. Garner（編集）Thomson Reuters West　2019）
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